
平成 23 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長）  

（厚生労働省） 

制 度 名 
平成１２年度医療法改正による改正後の構造設備基準に適合した病院
等への建替えに係る特別償却制度の適用期限の延長 

税 目 所得税・法人税 

要

望

の

内

容 

 
平成１２年医療法改正による改正後の構造設備基準に適合した病院・有床診

療所への建替えを行った場合の建物について、取得初年度に基準取得価格（取
得価格の１／２）の１５％を割増償却できるが、この制度を平成２３年度以降
も延長すること。（租税特別措置法第１２条の３、第４５条の２第３項、第６
８条の２９第３項） 
 
 新基準 旧基準（その他病床） 
一般病床   

病床面積 ６．４ｍ２以上 ４．３ｍ２以上 
廊下幅 １．８ｍ以上 

（両側居室２．１ｍ以

上） 

１．２ｍ以上 
（両側居室１．６ｍ以

上） 
療養病床   

病床面積 ６．４ｍ２以上 ４．３ｍ２以上 
廊下幅 １．８ｍ以上 

（両側居室２．７ｍ以

上） 

１．２ｍ以上 
（両側居室１．６ｍ以

上） 
 

 
平年度の減収見込額 
（制度自体の減収額） 

― 百万円 
（▲16,900百万円

の内数） 



新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

療養環境の改善に対する国民の要請に応え、良質で適切な医療を提供するた
め、改正後の医療法の構造設備基準に適合した建物への建替えを促進する。 

 

⑵ 施策の必要性 

①経緯 

高齢化の進展に伴う疾病構造の変化とこれに伴い慢性期患者が増大してきてい
ることに加え、国民の生活水準の向上により療養環境の快適性に対するニーズ
が高まっている。療養環境を取り巻く環境の変化に対応するため、平成１２年
の医療法改正により構造設備基準が見直されたところ。 

改正の主旨を踏まえ、新基準に適合するよう建替えの促進を図るため、費用負
担を軽減し、建替えに向けたインセンティブの付与を目的とし本制度は創設さ
れたところ。 

 

②現状分析 

本特例措置を利用した医療機関は当該措置が創設されてからの９年間において
１３７件、直近の２年間（平成２１、２２年度）では４２件となっている。 

※地方厚生局に確認。なお、平成２２年度については本年７月末現在適用実績
（１０件）から推計。 

本特例措置については、施設が改正後の構造基準に合致していない医療機関の
約半数が「今後、本制度を活用して建て替えを行いたい」と回答していること
から、建替え促進のインセンティブとなっており、今後も適用が見込まれる。 

※日本医療法人協会・全日本病院協会・日本病院会を通じたアンケート調査。 

 

③縮小又は廃止された場合の弊害について 

新基準に基づく医療機関への建替えが進まない場合には、旧基準に基づく医療
機関のまま、患者に不快な療養環境での生活をさせることになり、国民の意思
に反して、医療の質の向上に著しく反することとなる。 

 

④結論 

以上より、本特例措置については一定の効果があり、当該措置を延長すること
で引き続き継続した利用が見込まれることから、本特例措置は延長すべきと考
える。 

今

回

の

要

望

に

関

連

 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
基本目標Ⅰ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康
づくりをすること 
施策大目標１ 地域において必要な医療を提供できる体制を整
備すること 
施策中目標１ 日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的
に提供できる体制を整備すること 

政 策 の 

達成目標 

 

改正後の構造設備基準に適合した医療機関への転換促進による
良質で適正な医療の提供。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
平成２３年４月１日から平成２５年３月３１日まで。 
 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
改正後の構造設備基準に適合した医療機関への転換。 
 
 



 

政策目標の

達 成 状 況 

 
改正後の構造設備基準に適合した医療機関の割合：７８％ 
 
※日本医療法人協会・全日本病院協会・日本病院会を通じたアンケート
調査 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
１５．２件／年 
 
 ※過去の適用実績の年平均 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
病院の建替えに係る費用は膨大で、医療機関の負担は大きいこ
とから、本特例措置による税負担の軽減は有効な手段である。 

相 

当 
性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 
特になし 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
医療施設近代化施設整備事業による補助金の交付 
独立行政法人福祉医療機構による低利貸付 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
医療施設近代化施設整備事業において、補助金の交付の一つの
条件として平成１２年医療法改正による改正後の構造設備基準
を満たすことがあげられている。 
 また、独立行政法人福祉医療機構は医療施設近代化施設整備
事業を行う病院の改築資金への低利融資を行っている。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
新基準に基づく医療機関への建替えについては、税制上の本特
例措置の他に政策融資等の支援策がとられている。 
本特例措置により建替えに向けたインセンティブを与え、建替
えに係る費用負担の軽減を図るとともに、建替えのための具体
的な資金調達手段として、政策融資による財政上の手段を与え
ている。 
このように両者は平成１２年改正の政策目標を達成するための
両輪であり、双方の支援措置により順次建替えが進んでいると
評価できる。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適

用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

平成１３年度  ３件 

平成１４年度 １４件 

平成１５年度 １９件 

平成１６年度 ２２件 

平成１７年度 １６件 

平成１８年度 １０件 

平成１９年度  ４件 

平成２０年度  ７件 

平成２１年度 １２件 
※地方厚生局に確認 



 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
租税特別措置の創設から、平成２１年までの建替えは、毎年一
定数継続的に確認されているところ。 
 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 

改正後の構造設備基準に適合した医療機関への転換促進による
良質で適正な医療の提供 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
日本医療法人協会・全日本病院協会・日本病院会を通じたアン
ケート調査の結果、平成 12 年医療法改正適合建物への建替え率
は７８％である。 
病院建替えに係る費用は非常に大きく、当該措置による経営安
定に係る支援が、今後も必要とされる。 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成１３年度 創設 
平成１５年度 ２年延長 
平成１７年度 ２年延長 

 平成１９年度 ２年延長 
 平成２１年度 ２年延長 

 


